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平成15年11月4日 

株式会社     

名古屋証券取引所 

自主規制グループ 

新 規 上 場 会 社 概 要 

会 社 名 三協・立山ホールディングス株式会社 
（英 訳 名 S a n k y o - T a t e y a m a  H o l d i n g s , I n c.） 

 

(注)新規上場会社（以下「同社」という。）は、立山アルミニウム工業㈱及び三協アルミニウム工業

㈱の２社（以下「２社」という。）が共同で商法第364条に定める株式移転により設立する完全親

会社であり、本資料の公表日において同社は設立されていないことから、本資料では、同社の会

社設立日である平成15年12月１日現在の状況について予定又は見込みにより記載している。 

 

代表者の役職氏名 代表取締役社長  要明 英雄 

本 店 所 在 地 〒933-8610富山県高岡市早川70番地 

  TEL(0766)20－2500 

(最寄りの連絡場所) 同 上 

(完全子会社の連絡先) 三協アルミニウム工業㈱ TEL(0766)20-2122 

 立山アルミニウム工業㈱ TEL(0766)20-2920 

Ｕ Ｒ Ｌ http://www.sthdg.co.jp 

設 立 年 月 日 平成15年12月１日（予定） 

事 業 の 内 容 アルミニウム製住宅用建材、ビル用建材等の開発・製造・加工・販売を営む子会社の経営管理等 

業種別分類・コード 金属製品・３４３２（新証券コード(ISIN) JP3328100007） 

株 式 の 総 数 （平成15年12月１日予定） 

発行済株式総数 ３２８，５９６，３１４株 

資本組入総額 １５０億円 

 

新規上場有価証券 （上場予定日  平成15年12月１日（売買開始日 平成15年12月１日）） 

銘  柄 種類 発行数 
１単元の
株式の数 

備  考 

三協・立山ホールディングス㈱ 株式 普通株式
株

328,596,314
1,000株 

株式移転期日 

平15.12.１(予定)

(注)１．授権株式数 500,000,000株 

２．「株式等の保管振替制度」を利用する２社の株主は、平成15年12月１日から売却が可能とな

る。また、「株式等の保管振替制度」を利用しない２社の株主は、同社が平成16年１月20日発

送予定の新株券到着後に売却が可能となる。 
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（参考）株式移転比率 

２社それぞれの普通株式１株に対して割り当てられる新規上場会社の普通株式比率は以下のとおり。 

 

 

 

 

公 募 ・ 売 出 し  な し 

既 上 場 取 引 所  な し（株式移転により、完全子会社となる立山アルミニウム工業㈱の当取

引所における上場期間） 

 上場日 上場廃止日（予定） 

立山アルミニウム工業㈱ 平成元年12月６日 平成15年11月25日 

(注)売買最終日は、平成15年11月21日 

同時上場取引所 東京証券取引所（市場第一部）、大阪証券取引所（市場第一部） 

 

 

 

Ⅰ．会 社 の 概 況 

１．役員の状況 

(1) 代表者の略歴 

役 職 名 
氏   名 

（生年月日） 
略     歴 

代表取締役社長 要明
ようめい

 英雄
ひで お

 

(昭和17年10月30日生) 

昭和41年３月 立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業㈱入社 

昭和54年６月 立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業㈱取締役 

昭和58年６月 立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業㈱常務取締役 

昭和60年６月 立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業㈱専務取締役 

平成３年６月 立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業㈱取締役副社長 

平成13年６月 立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業㈱代表取締役社長（現任）

平成15年６月 立山ｱﾙﾐﾆｳﾑ工業㈱社長執行役員（現任）

平成15年12月 三協・立山ホールディングス㈱代表取締役社長（予定）

(2) その他の役員の役職・氏名 

（代表取締役会長） 川村 人志 

（取 締 役） 竹平 栄太郎  長ヶ部 武徳  大寺 幸治  大石 幸男 

川﨑 清司  駒方 米弘  藤田 衛治 

（常勤監査役） 中川 守男 

（監 査 役） 丸山 三樹雄  伊勢 雅男  立浪 重建 

 

 

 

 

会社名 三協アルミニウム工業㈱ 立山アルミニウム工業㈱

株式移転比率 １．０ １．０ 
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２．会社の沿革 

年月 主 な 沿 革 

平15.２ 

 

15.７ 

 

 

15.８ 

 

 

15.12 
（予定）

２社は、それぞれの株主総会および関係官庁の承認を前提として、株式移転により共同で

持株会社を設立し、２社の経営を統合することにつき「基本合意書」を締結。 

２社は、株主総会および関係官庁の承認を前提として、株式移転契約書を締結することを

取締役会で決議し、同契約書を締結。三協アルミニウム工業㈱は定時株主総会に、立山ア

ルミニウム工業㈱は臨時株主総会に付議すべき株式移転に関する議案を取締役会で決議。

三協アルミニウム工業㈱は定時株主総会に、立山アルミニウム工業㈱は臨時株主総会にお

いて、両社が共同で株式移転の方法により同社を設立し、２社が完全子会社となることに

ついて承認決議。 

２社が株式移転により同社を設立。 

同社の株式を、名古屋証券取引所、東京証券取引所、大阪証券取引所（いずれも市場第一

部）に上場。 

 

Ⅱ．株式の状況 

１．大株主の状況（平成15年12月１日予定） 

氏名又は名称 所有株式数 
発行済株式総数

に占める割合
氏名又は名称 所有株式数 

発行済株式総数

に占める割合

 

住友軽金属工業㈱ 

三協アルミニウム工業㈱ 

三協アルミ社友会

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱ 

千株 

6,198 

5,766 

5,630 

5,008 

％

1.89 

1.75 

1.71 

1.52 

 

住友化学工業㈱ 

立山アルミニウム工業㈱ 

(仮称)三協・立山社員持株会 

㈱ 北 陸 銀 行 

住友信託銀行㈱ 

竹 平 和 男 

千株 

18,572 

15,666 

13,753 

10,573 

10,564 

10,214 

％

5.65 

4.77 

4.19 

3.22 

3.21 

3.11 計 101,948 31.03 

(注)最近事業年度末の２社の株式の状況をもとに、株式移転による株式異動を勘案して作成している。 

 

２．株式事務の概要 

(1) 決 算 期 ５月31日 

(2) 定 時 株 主 総 会 開 催 日 ８月中 

(3) 名 義 書 換 停 止 期 間 なし 

(4) 配当金交付株主確定日 ５月31日 

(5) 中 間 配 当 制 度 の 有 無 あり 

    中間配当金交付株主確定日   11月30日 

(6) 名 義 書 換 取 扱 場 所 住友信託銀行㈱ 証券代行部 

 取 次 所 住友信託銀行㈱ 全国各支店 

 手 数 料 無料 

 

３．その他 

(1) 所 属 部 指 定 市場第一部 

(2) 公 告 掲 載 紙 日本経済新聞ならびに富山市において発行する北日本新聞 
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Ⅲ．事業（企業集団）の概況 

１．主要な設備等の状況 (平成15年12月１日予定) 

(1) 新規上場会社 本 社（富山県高岡市） 

(2) 連結子会社 三協アルミニウム工業㈱（富山県高岡市） 

立山アルミニウム工業㈱（富山県高岡市）他 

 

２．従業員数 

(1) 連結会社 連結会社における従業員数 

 三協アルミニウム工業㈱     6,436人（５月31日現在） 

立山アルミニウム工業㈱     3,990人（３月31日現在） 

(2) 新規上場会社    約250人（平成15年12月１日予定） 

(注)従業員は、両社からの出向予定人数。 

 

３．株式移転後の事業の内容 

 
同社グループは、アルミニウム製住宅用建材、ビル用建材等の開発・製造・加工・販売を営んでいる。  

同社は、２社の事業活動を支援・管理並びにそれらに付帯する業務をおこう。 

 

 

４．株式移転日における予想貸借対照表（平成15年12月１日予定） （単位：百万円） 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部） 

子会社株式 

 

66,142 

（資本の部） 

未 払 金 

（資本の部） 

資 本 金 

資本準備金 

 

334 

 

15,000 

50,808 

資産の部合計 66,142 負債・資本の部合計 66,142 

(注)１ 未払金は、株式移転に伴い、移転前の立山アルミニウム工業㈱の最終の株主に対して

支払われる株式移転交付金に充当される。 

２ 資本金及び資本準備金の合計金額は、株式移転の日に、２社に現存する純資産額の合

計額から株式移転交付金を控除したものとなるが、２社の同日の決算は確定していない

ため、三協アルミニウム工業㈱の平成15年３月31日現在の純資産額及び立山アルミニウ

ム工業㈱の平成15年５月31日現在の純資産額合計をもって、同社の予想貸借対照表を記

載している。 
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１．『新規上場会社の概要』は、当取引所が新規上場会社を紹介するための資料であり、

投資勧誘を目的に作成されたものではありません。 

２．新規上場会社の「上場申請のための有価証券報告書」等を当取引所総務グループ

において縦覧に供しております。 

３．『新規上場会社の概要』は、名証のホームページ（http://www.nse.or.jp/）に掲載し

ております。 

 

なお、内容等に関するお問い合わせは、 

名古屋証券取引所 自主規制グループ 上場監理担当 

ＴＥＬ ０５２－２６２－３１７４ 

ＦＡＸ ０５２－２６４－４７０２ 

mail－address （syoken＠nse.or.jp） 


